












の 3 つに整理している。第 1 に，移民（1 世に限らず，2 世や 3 世も含む）で




























には，上記の第 1 と第 2 の意味での移民受け入れ国ではないこと，また，第 3
の意味でも，外国生まれおよび外国人の人口比率が約 6 ～ 10 数％のヨーロッ
パ諸国に比べ，約 2％と低いことが挙げられよう。しかし，経済協力開発機構
（OECD）の最新の外国人移住者統計（2015 年）によると，日本への移民流入
者数は前年比約 5 万 5 千人増の約 39 万 1 千人で，OECD 加盟 35 カ国中の第 4






















カナダ オーストラリア（1） ドイツ フランス 韓国（2） 日本
公的な制度 有 有 有 有 有 無
財政負担者 国 州 国 国 市町村 ―

























標準時間 無制限 510 時間 600 時間 400 時間 36 時間 ―
市民教育 1 ～ 4 週間 情報提供 60 時間 1 日 有 ―
講師の資格 有 有 有 有 一部有 ―
注（1）：ニューサウスウェールズ州の場合。注（2）：ソウル特別市の場合。
出典： 自治体国際化協会（2012）「特集 海外における在住外国人の言語学習制度」自治体










においては，カナダの「移民・難民・市民権省」（Immigration, Refugees and 






















な体制づくり推進事業」として 2019 年度 3 億 4 百万円の概算要求を行っている。
この事業には，実態調査と優良事例の普及が盛り込まれているが，これらの 







まとめている。2018 年 3 月に「日本語教育人材の養成・研修の在り方につい
て（報告）」が出されたばかりであるが，まず，「生活者としての外国人」，「留
学生」，「児童生徒等」を対象とする研修内容がまとめられ，「就労者」，「難民等」







いて，2018 年 10 月 15 日までは文部科学省初等中等教育局国際教育課であっ


































































議論が高まりつつあり，2016 年 11 月に発足した超党派の「日本語教育推進議
員連盟」は，2018 年 5 月，「日本語教育推進基本法案（仮称）」の政策要綱を
提示し，国会での制定を目指している。これは，在留外国人に対して「国とし
ても十分な学習機会を保障する義務を負うことを明確にしていく必要がある




















































































https://www.jil.go.jp/foreign/labor_system/2015_01/korea.html（2018 年 11 月 5 日閲覧）
内閣 府（2018）「経済財政運営と改革の基本方針 2018 ～少子高齢化の克服による持続的
な成長経路の実現～」2018 年 6 月 15 日　http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/ 
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